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都
道
府
県
に
お
け
る

デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
の

先
進
事
例
調
査
【
概
要
版
】

令
和
２
年
１
０
月

全
国
知
事
会

情
報
化
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

報
告

２
－
１
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調
査
の
概
要

調
査
の
目
的

社
会
全
体
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
進
め
る
中
、
各
地
方
公
共
団
体
の
担
う
役
割
は
大
き
く
、

コ
ロ
ナ
の
時
代
の
「
新
た
な
日
常
」
を
構
築
す
る
た
め
に
は
、
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト

の
推
進
が
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
全
国
知
事
会
と
し
て
、
各
都
道
府
県
が
実
施
し
て
い

る
先
進
事
例
を
調
査
し
、
そ
の
横
展
開
を
図
る
。

調
査
の
時
期

令
和
２
年
６
月
～
７
月

調
査
の
対
象

47
都
道
府
県

調
査
項
目
及
び
回
答
数

1

区
分

項
目

回
答
数

(都
道
府
県
数

)

基
礎
調
査

A
I・

RP
A
・
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト
等
に
よ
る
業
務
効
率
化

35
7 

(4
6)

情
報
シ
ス
テ
ム
の
共
同
利
用

12
3

(3
4)

Ｄ
Ｘ
推
進
体
制
（
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保
、
組
織
）

11
4 

(4
2)

先
進
事
例

上
記
に
加
え

行
政
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
、
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
推
進

等
48

 
(2

1)
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①
Ａ
Ｉ
・
Ｒ
Ｐ
Ａ
・
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト
等
に
よ
る
業
務
効
率
化

○
全
都
道
府
県
で
の
取
組
件
数
は

35
7件
で
、
う
ち

20
7件
は
総
務
分
野
に
集
中

○
会
議
録
作
成
・
テ
ー
プ
お
こ
し
等
は

23
都
道
県
で
実
証
・
導
入
中

○
他
の
自
治
体
と
共
同
利
用
中
／
共
同
利
用
可
能
な
取
組
は

49
件
（

8都
県
）

2

基
礎
調
査
か
ら

○
児
童
虐
待
に
係
る
対
応
の
判
断
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
Ａ
Ｉ

・
経
験
の
少
な
い
職
員
に
、
Ａ
Ｉ
が
リ
ス
ク
の
提
示
や
ア
ド
バ
イ
ス
を
実
施

・
導
入
自
治
体
を
増
や
す
こ
と
で
、
Ａ
Ｉ
の
精
度
向
上
を
図
る
こ
と
が
可
能

○
高
齢
者
に
自
動
で
架
電
し
、
会
話
時
の
音
声
を
解
析
す
る
Ａ
Ｉ

・
音
声
の
解
析
に
よ
り
、
高
齢
者
の
安
否
確
認
・
健
康
管
理
等
を
実
施

・
家
庭
電
話
の
使
用
に
よ
り
、
利
用
者
側
の
初
期
導
入
費
用
が
不
要

・
今
後
、
音
声
認
識
の
精
度
評
価
や
、
シ
ナ
リ
オ
作
成
等
を
実
施
予
定

○
特
別
交
付
税
基
礎
数
値
報
告
に
係
る
Ｒ
Ｐ
Ａ
活
用

・
約

17
0種
類
の
調
査
票
の
と
り
ま
と
め
作
業
を
Ｒ
Ｐ
Ａ
に
よ
り
効
率
化

先
進
事
例
か
ら

3



②
情
報
シ
ス
テ
ム
の
共
同
利
用

3

基
礎
調
査
か
ら

○
単
独
自
治
体
の
導
入
で
は
費
用
面
で
困
難
な
技
術
水
準
を
確
保
す
る
た
め
の

共
同
ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
ビ
ス
の
活
用

・
県
が
市
町
村
と
共
同
利
用
可
能
な
ク
ラ
ウ
ド
基
盤
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
一
括

整
備

○
被
災
者
生
活
再
建
支
援
シ
ス
テ
ム
の
市
区
町
村
と
の
共
同
利
用

・
共
同
利
用
に
よ
る
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
を
生
か
し
、
市
区
町
村
の
シ
ス
テ
ム

導
入
を
促
進

○
災
害
情
報
を
Ａ
Ｉ
で
マ
ッ
ピ
ン
グ
す
る
シ
ス
テ
ム
の
市
町
と
の
共
同
利
用

・
消
防
団
等
か
ら
Ｓ
Ｎ
Ｓ
で
収
集
し
た
情
報
を
Ａ
Ｉ
で
地
図
上
に
マ
ッ
ピ
ン
グ

・
県
・
市
町
の
災
害
対
策
本
部
で
リ
ア
ル
タ
イ
ム
に
現
場
情
報
を
確
認
し
、
効

果
的
な
避
難
情
報
を
提
供

先
進
事
例
か
ら

○
全
都
道
府
県
で
の
取
組
件
数
は

12
3件
で
、
う
ち

60
件
は
総
務
分
野
に
集
中

○
電
子
申
請
・
届
出
、
施
設
予
約
、
電
子
入
札
・
調
達
で
共
同
利
用
が
多
い

○
共
同
利
用
者
は
主
に
市
町
村
で
、
都
道
府
県
間
の
共
同
利
用
は
わ
ず
か
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4

基
礎
調
査
か
ら

○
外
部
人
材
を
兼
業
・
副
業
の
枠
組
み
で
確
保

○
デ
ジ
タ
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
人
材
の
育
成

・
デ
ジ
タ
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
招
き
、
職
員
が
ウ
ェ
ブ
解
析

士
資
格
取
得
レ
ベ
ル
の
ウ
ェ
ブ
広
告
や
分
析
ツ
ー
ル
の
使
用
方
法
等
を
学
習

し
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
く
施
策
を
展
開

○
ス
マ
ー
ト
人
材
の
育
成

・
デ
ー
タ
利
活
用
や
Ｂ
Ｐ
Ｒ
（
業
務
改
善
）
の
ノ
ウ
ハ
ウ
、
企
画
立
案
か
ら
導

入
ま
で
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
の
ス
キ
ル
等
、
体
系
的
な
研
修
と
フ
ィ
ー
ル

ド
ワ
ー
ク
を
組
み
合
わ
せ
、
人
材
を
育
成

先
進
事
例
か
ら

③
Ｄ
Ｘ
推
進
体
制
（
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保
、
組
織
）

○
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保
の
事
例
は

41
件

○
う
ち

32
件
は
外
部
人
材
の
登
用

/採
用
で
、
職
員
の
育
成
は

6件
○
組
織
の
設
置
事
例
は

72
件
で
、
う
ち
部
・
課
・
室
等
の
設
置
が

28
件
、

庁
内
横
断
的
な
組
織
が

27
件
、
民
間
も
含
ん
だ
協
議
会
等
の
設
置
が

17
件

5



5

基
礎
調
査
か
ら

基
礎
調
査
か
ら

○
手
続
の
ラ
ン
ク
付
け
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
化
対
象
手
続
の
拡
大

・
行
政
手
続
の
棚
卸
調
査
に
よ
り
、
「
実
現
容
易
性
」
、
年
間
申
請
件
数
に
よ

る
「
効
果
」
を
ラ
ン
ク
付
け
し
、
計
画
的
に
推
進

・
汎
用
電
子
申
請
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
、
経
費
負
担
な
し
で
対
象
事
務
を
拡
大

○
看
護
学
校
入
学
試
験
の
出
願
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化

・
受
験
生
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
入
力
の
デ
ー
タ
を
活
用
し
、
入
学
願
書
、
受
験

申
込
書
、
受
験
票
、
面
接
カ
ー
ド
を
一
度
に
作
成

・
受
験
票
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で
一
斉
返
信

・
採
用
担
当
者
・
受
験
者
双
方
の
手
続
に
係
る
負
担
を
軽
減

・
受
験
手
数
料
（
収
入
証
紙
徴
収
）
の
電
子
収
納
に
向
け
関
係
各
課
と
調
整
中

先
進
事
例
か
ら

④
そ
の
他

１
行
政
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化

（
各
都
道
府
県
で
様
々
な
取
組
事
例
あ
り
）

6



6

基
礎
調
査
か
ら

基
礎
調
査
か
ら

○
３
次
元
点
群
デ
ー
タ
の
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
化

・
デ
ー
タ
取
得
業
務
を
発
注
す
る
際
の
仕
様
書
へ
の
記
載
に
よ
り
、
デ
ー
タ
の

権
利
関
係
の
課
題
を
ク
リ
ア
し
、
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
化
を
実
現

○
地
図
デ
ー
タ
を
最
新
状
態
に
保
持
す
る
仕
組
み
の
整
備

・
県
と
市
町
村
が
共
同
利
用
し
て
い
る
統
合
型
地
理
情
報
シ
ス
テ
ム
（
Ｇ
Ｉ
Ｓ
）

の
地
図
デ
ー
タ
を
オ
ー
プ
ン
化

・
統
合
型
Ｇ
Ｉ
Ｓ
に
お
い
て
、
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
公
開
推
奨
デ
ー
タ
用
入
力

フ
ォ
ー
ム
を
提
供
し
、
最
新
状
態
を
維
持
す
る
仕
組
み
を
構
築

○
高
精
度
３
次
元
地
理
空
間
デ
ー
タ
の
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
化

・
１
ｍ
メ
ッ
シ
ュ
の
高
精
度
で
全
県
土
分
の
デ
ー
タ
公
開
を
実
現

・
公
開
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
ア
イ
デ
ア
・
提
案
も
募
集

先
進
事
例
か
ら

④
そ
の
他

２
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
推
進

（
各
都
道
府
県
で
様
々
な
取
組
事
例
あ
り
）

7



7

基
礎
調
査
か
ら

基
礎
調
査
か
ら

○
在
宅
勤
務
用
リ
モ
ー
ト
デ
ス
ク
ト
ッ
プ
の
導
入

・
自
席
の
業
務
用
Ｐ
Ｃ
を
自
宅
か
ら
遠
隔
操
作

・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
導
入
の
た
め
の
県
オ
リ
ジ
ナ
ル
手
順
書
も
整
備

○
市
町
村
が
参
加
で
き
る
Ｗ
ｅ
ｂ
会
議
シ
ス
テ
ム
の
構
築

・
全
市
町
村
へ
の
セ
ル
ラ
ー
タ
イ
プ
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
と
Ｗ
ｅ
ｂ
会
議
ラ
イ

セ
ン
ス
の
配
布

○
テ
レ
ワ
ー
ク
、
モ
バ
イ
ル
ワ
ー
ク
推
進
の
た
め
の
全
職
員
へ
の
Ｓ
Ｉ
Ｍ
通
信

機
能
付
き
ノ
ー
ト
パ
ソ
コ
ン
の
導
入

○
児
童
虐
待
対
応
へ
の
モ
バ
イ
ル
端
末
の
活
用

・
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
か
ら
の
業
務
支
援
シ
ス
テ
ム
利
用
、
カ
メ
ラ
画
像
の
共
有

が
可
能
と
な
り
、
一
時
保
護
の
判
断
な
ど
を
迅
速
化

○
障
が
い
者
の
就
労
支
援
へ
の
分
身
ロ
ボ
ッ
ト
の
活
用

先
進
事
例
か
ら

④
そ
の
他

３
テ
レ
ワ
ー
ク
や
Ｗ
ｅ
ｂ
会
議
等
の
導
入

（
各
都
道
府
県
で
様
々
な
取
組
事
例
あ
り
）

8



8

基
礎
調
査
か
ら

基
礎
調
査
か
ら

○
市
町
村
と
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
イ
ン
シ
デ
ン
ト
体
制
の
確
立

・
災
害
対
策
と
同
様
に
、
被
害
の
拡
大
防
止
や
早
急
な
復
旧
を
目
指
し
、

イ
ン
シ
デ
ン
ト
発
生
時
に
協
力
し
て
対
応
・
支
援
す
る
体
制
を
整
備

・
定
例
研
修
・
訓
練
等
の
機
会
を
設
け
、
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の
み
な
ら
ず
、

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
に
対
す
る
当
事
者
意
識
を
涵
養

○
次
世
代
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
ソ
フ
ト
の
導
入

・
庁
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
接
続
し
て
い
る
全
端
末
に
、
次
世
代
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

ソ
フ
ト
を
導
入
し
、
未
知
の
マ
ル
ウ
ェ
ア
に
対
す
る
先
読
み
防
御
等
に
よ
り

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
レ
ベ
ル
が
向
上

先
進
事
例
か
ら

④
そ
の
他

４
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

（
各
都
道
府
県
で
様
々
な
取
組
事
例
あ
り
）
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9

先
進
事
例
か
ら

④
そ
の
他

５
そ
の
他

○
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
や
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
を
活
用
し
て
、
施
設
や
店
舗
等
へ
の

訪
問
履
歴
を
登
録
し
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
ク
ラ
ス
タ
ー
発
生

時
に
、
訪
問
者
に
効
果
的
に
通
知
す
る
仕
組
み
の
整
備

○
民
間
の
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
を
利
用
し
、
人
流
デ
ー
タ
分
析
や
県
民
ニ
ー
ズ
推
移

を
把
握
し
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
に
活
用

○
地
方
税
の
滞
納
整
理
と
し
て
行
う
金
融
機
関
へ
の
預
貯
金
調
査
を
、
電
子
化

し
て
実
施

○
衛
星
デ
ー
タ
を
活
用
し
て
行
政
課
題
解
決
を
図
る
衛
星
画
像
利
用
シ
ス
テ
ム

の
開
発

○
Ａ
Ｉ
ス
ピ
ー
カ
ー
等
を
利
用
し
た
災
害
情
報
提
供
と
避
難
呼
び
か
け
、
避
難

所
等
に
関
す
る
質
問
へ
の
回
答

10
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（注）関西広域連合構成府県の事例を抜粋



①AI・RPA・チャットボット等による業務効率化

6

取 組 名

項 目 ①取組内容が先進的 導 入 経 費

分 野 ⑤保健・福祉
ランニング
コ ス ト

導入状況 ③実証中 都道府県名 奈良県

共同利用 ④その他 担 当 部 署
医療部医療・介護保険局地域包
括ケア推進室

取組を開始した背景・きっかけ

取組の概要

取組の効果

注意や工夫をした点

ＡＩを活用した電話による高齢者支援システムの構築

　奈良県の南和地域は人口減少や高齢化という課題を抱える「日本の将来の縮図」で
ある。この課題解決のひとつとして、ＡＩと電話を活用し、高齢者の安否確認や健康
管理等に役立つことで、できる限り地域で暮らし続ける期間が延伸することに繋がれ
ばと考えたことがきっかけである。

　人口減少・高齢化が進み、地域包括ケアシステムを支える医療・介護資源が少ない
県南和地域において、ＮＴＴドコモ（通信事業者）と連携・協力して、高齢者が使い
慣れた「家庭の電話」 と 「ＡＩ（人工知能）」を活用し、毎日、高齢者の状況を把
握することを通じ、高齢者の「健康管理」「安否確認」「介護予防」「生活支援」等
に役立つ高齢者支援システムを構築し普及を図っていく取組み。

令和２年度は実証実験に取り組む予定のため、現時点での効果は不明。

　この取組みを進めるにあたり実施した現状調査により、南和地域の高齢者は携帯電
話は活用しているがスマートフォンの活用は少ないこと、また、決まった通話先への
連絡が主で、経済的負担が増えることに抵抗感が大きいことがわかった。
　従って、高齢者が使い慣れているものを活用すること、利用者の経済的負担がほと
んど発生しないこと、さらに市町村職員の過剰な業務負担増とならないことを前提に
進めることとしたため、家庭にある電話を活用することとなった。
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①AI・RPA・チャットボット等による業務効率化

他の都道府県に横展開する際の注意点

アピールポイントや取組詳細、他団体へのアドバイス等（自由記載）

システムのイメージ

　ＡＩはＮＴＴドコモの技術である自然対話ＡＩを活用するが、高齢者特有の発声や
会話、方言等を正しく音声認識できるかどうかが課題。また、ＡＩはクローズドクエ
スチョンの判断には向いているが、オープンクエスチョンを認識するにはまだまだ発
展途上段階であるため、実証実験では高齢者との会話におけるＡＩの音声認識の精度
の評価とクローズドクエスチョンをベースとしたシナリオ作成及び分岐の設定を検証
する予定。

・現在地域で活用されている緊急通報装置は高齢者本人が発信する必要があるが、本

システムはＡＩが電話をかけるため、利用者は自ら発信する必要がなく、オペレーターを

配置するより多くの対象者に電話をかけることができる。

・ＡＩを搭載したロボットや機器を置く方式に比べて、家庭にある電話にＡＩが電話をかける

だけなので、利用者にとって操作が簡単で市町村職員や家族への負担が少なく、また、

初期導入費用などが無いため利用者の負担が少ない。

・ＡＩ電話のみで支援が完結するものではなく、あくまで市町村や地域包括支援センター

等の業務の補助的な活用を想定している。

・高齢者が電話に出なかった場合は、複数回電話をかけ、それでも不在の場合は事前に

登録された緊急連絡先に連絡を入れることとしている。

スケジュール

Ｒ２ 実証実験を実施

Ｒ３ 本格実施に向けたモデル実施

12
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④－１ 行政手続のオンライン化

19

取 組 名

項 目 ①取組内容が先進的 導 入 経 費
電子申請システムを共同利用しており、
当該業務に係る経費算定は不可

分 野 ⑫その他
ランニング
コ ス ト

電子申請システムを共同利用しており、
当該業務に係る経費算定は不可

導入状況 ③実証中 都道府県名 徳島県

共同利用 ①共同利用中 担 当 部 署 経営戦略部スマート県庁推進課

取組を開始した背景・きっかけ

取組の概要

取組の効果

注意や工夫をした点

他の都道府県に横展開する際の注意点

アピールポイントや取組詳細、他団体へのアドバイス等（自由記載）

徳島県電子自治体共同システムを利用してオンライン申請することにより、
受験生は必要書類を取り寄せる必要もない。そのため採用担当者が申込書類
一式を郵送する必要がないため事務負担の軽減となる。
「受験票」の返信についても一斉にシステムで返信できるため
郵送する作業が省けることとなる。
現在は、受験手数料を徳島県収入証紙にて徴収しているが、今後は電子収納が
可能となるよう関係各課と協議し環境整備を進めている。

徳島県立総合看護学校入学試験の出願

本県では、徳島県職員採用試験や、徳島県教員採用試験等において、電子申請システ
ムによる受験申込や受験票の返信などを実施しており、事務の効率化を図るとともに
利用者の利便性が向上し、電子申請システムを利用した申込みが増加している。その
ため、令和２年度より、県立総合看護学校について、従来の紙ベースの出願に加えて
電子申請システムを利用した受験申込についても新たに開始することとした。

徳島県と市町村が共同で運用する「徳島県電子自治体共同システム（電子申請システ
ム）」を利用して、パソコンやスマートフォンを利用した受験申込みと「受験票」の
オンライン返信を実施する。

申込画面から必要事項を入力することにより、「入学願書」、「受験申込書」、
「受験票」、「面接カード」を一度に作成することができる。また「受験票」の返信
について「大量一括処理機能」を利用することでオンラインで一斉に返信する事が可
能となり、事務の効率化を図ることができる。更に、電子申請システムを利用するこ
とで受験者にとっても出願書類の請求や提出が容易になるとともに、住所や氏名など
各提出書類で重複する箇所は自動で反映されるため利便性の向上につながっている。

受験申込み時に添付する顔写真もオンライン申請を可能とした。又、オンラインによ
る申込み方法のマニュアルの作成を行い、申込者が円滑にシステムを利用できるよう
にした。

特になし
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④－２ オープンデータの推進

21

取 組 名

項 目 ④規模・スピードが先進的 導 入 経 費 －

分 野 ⑫その他
ランニング
コ ス ト

4,620千円

導入状況 ①導入(実施)済 都道府県名 京都府

共同利用 ①共同利用中 担 当 部 署 情報政策課

取組を開始した背景・きっかけ

取組の概要

取組の効果

オープンデータ取組率100％の早期達成と
データを最新状態に保持する仕組みの整備

〇官民データ活用推進基本法第11条において、「国及び地方公共団体は、
　自らが保有する官民データについて、個人・法人の権利利益、国の安全等が
　害されることのないようにしつつ、国民がインターネット等を通じて容易に
　利用できるよう、必要な措置を講ずるものとする」と記載。
〇「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」
　（平成29年5月30日、閣議決定）以来、令和2年度までに地方公共団体の
　オープンデータ取組率100％を目標として推進。

〇平成29年 5月：政府目標「令和2年度までにオープンデータ取組率100％」
〇平成29年 8月：オープンデータポータルサイト「KYOTO DATASTORE」を公開。
　　　　　　　（内閣官房IT総合戦略室提供パッケージ活用）
〇平成30年12月：京都府内の全自治体でオープンデータ公開開始。(政府目標達成)
⇒今後も、データを最新状態に保持するため、統合型地理情報システム（ＧＩＳ）
　において、オープンデータ公開推奨データ用入力フォームを整備。

○京都府と市町村が共同利用している統合型地理情報システム（ＧＩＳ）の
　地図データをオープンデータとして活用することによりコンテンツが充実し、
　アクセスが順調に増加。
○府内市町村全体の取組とすることで、自治体間の連携が図られ、
　主体的なオープンデータ公開につながった。
　全市町村が参加する京都府オープンデータポータルサイト「KYOTO DATASTORE」
　における掲載データは、734データセット、約12,000ファイルに上る。
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④－２ オープンデータの推進

注意や工夫をした点

他の都道府県に横展開する際の注意点

アピールポイントや取組詳細、他団体へのアドバイス等（自由記載）

オープンデータに係る市町村ワーキングを実施し、情報交換を行っている。

まずはデータストアへの掲載手順を把握してもらう観点から、新規の一覧データの作
成ではなく、各市町村業務の中で既に整備されているデータセットを選定するほうが
よい。

〇総務省のオープンデータリーダ育成研修プログラムを活用し、オープンデータに
　係る研修にあわせて、実際の各市町村データ（推奨データセット）のデータストア
　掲載もあわせて実施することにより、オープンデータへの理解を深めるとともに、
　データ公開の実践を行うことができた。
○市町村におけるキーパーソンと協力し、先進的な取組を示すことで後発組が
　取り組みやすくする土壌をつくった。　
〇京都府と市町村が協力して、統合型ＧＩＳ及びオープンデータに係るワーキング・
　グループを開催し、利用促進に向けての意見交換等を実施している。
〇統合型地理情報システム（ＧＩＳ）において、オープンデータ公開推奨データ用
　入力フォームを提供し、統合型ＧＩＳとの連携によりデータの最新状態を保持する
　仕組みを整備。
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④－２ オープンデータの推進

22

取 組 名

項 目 ①取組内容が先進的 導 入 経 費 0円 ※オープンデータにかかる費用
（元データ作成費用は除く）

分 野 ②総務
ランニング
コ ス ト

0円

導入状況 ①導入(実施)済 都道府県名 兵庫県

共同利用 ①共同利用中 担 当 部 署 情報企画課

取組を開始した背景・きっかけ

取組の概要

取組の効果

注意や工夫をした点

「全県土分の高精度３次元データ」のオープンデータ公開

・兵庫県では、「ひょうご・データ利活用プラン」に基づき、“データの集積・活用
による価値創造”の取組を推進。その一環として、高精度な３次元地理空間データを
オープンデータとしてWeb サイトに公開

・砂防・治山等の業務で活用するために取得・作成されたデータについて、オープン
データを推進する情報部門がデータ保有部局と調整してオープンデータ化を実現

・令和2年1月に公開した３次元地理空間データ（緯度・経度・高さ）は、①建物・樹
木等の地物の高さを含む地球表面、②建物・樹木等の地物の高さを含まない地表面の
２種類。全国で初めて全県土分かつ1ｍメッシュ精度でオープンデータとして公開

・従来(※)の25～100倍の高精度で、詳細な地形や構造物の現況把握・分析が可能
　※国土地理院が広範囲に公開している標準的データは5m 又は10ｍメッシュ

・データを掲載しているG空間情報センター（官民の地理空間データ5000件以上を掲
載）のサイトでは、公開直後から令和2年7月現在まで人気ランキング１位となってお
り、民間事業者、研究機関、行政等が多様な目的でデータを活用
（活用例：地形の簡易測量、土砂流出量の算出、城郭・遺跡の研究等）

（参考）「G空間情報センター」Webサイト
　　　　https://www.geospatial.jp/gp_front/

・本データに関心のある層に周知できるよう、下記の点を工夫した
　①地理空間データのプラットフォームである「G空間情報センター」に公開
　②庁内外の関係者と連携して、各種媒体（業界誌、SNS、メール等）で発信
　③データ利活用に関するアイデア・提案の募集
　④地理空間データの利活用を推進する「アーバンデータチャレンジ」に出品

（参考）「アーバンデータチャレンジ」Webサイト
　　　　　https://urbandata-challenge.jp/#aboutudc
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④－２ オープンデータの推進

他の都道府県に横展開する際の注意点

アピールポイントや取組詳細、他団体へのアドバイス等（自由記載）

・庁内における理解・利活用を推進するため、下記の取組を実施
　①３次元地理空間データの可視化・分析に必要なソフトウェア（QGIS）を利用でき
る環境を用意し、研修やマニュアル整備を実施
　②３次元地理空間データをはじめ、上記①で活用できるデータを全庁で共有

　→上記取組を通じてオープンデータに対する理解を得て、新たなデータのオープン
データ化を促進

・３次元地理空間データや航空写真は、多くの自治体において土木・農林等の部局が
作成しているが、それぞれの業務目的のためだけに利用・保有されていることが多い
と思われるため、他自治体でオープンデータ化の取組を横展開する場合は、オープン
データ推進部局とデータ保有部局の連携が重要である

全国初「全県土分の高精度３次元データ」の公開について 
 

兵庫県では、「ひょうご・データ利活用プラン」に基づき、“データの集積・活用による価値創

造”の取組を推進しています。このたび、その一環として、高精度な３次元データを誰でも自由

に利用できるオープンデータとしてWebサイトに公開します。 

１ｍメッシュの高精度で、全県土分のデータ公開は全国で初めてです※。詳細な地形や構造物

の現況把握・分析が可能になるため、地域課題の解決や新サービス開発などに積極的に活用され

ることを期待しています。 

これに併せて、このデータや他のデータと最先端技術を組み合わせて、民・産・学・官の協働

による地域課題の解決に向けた取組を推進するため、利活用のアイデア・提案を募集します。 
 
※1mメッシュの精度で全県域の３次元データセットを公開する都道府県は全国初。 

国土地理院が広範囲に公開している標準的データは5m又は10ｍメッシュ(本県公開データは、その25倍又は100倍の精度)

(2)公開日   ２０２０年１月１０日（金） 
(3)利用方法  「Ｇ空間情報センター」のWebサイトからダウンロード 

https://www.geospatial.jp/ckan/dataset/2010-2018-hyogo-geo-potal 

           ダウンロードできない場合は、兵庫県情報企画課に問い合わせください。 

１ 公開するデータ 

(1)内容 

 種類 データ形式 

① 建物・樹木などの地物の高さを含む地球表面 [DSM] 
緯度・経度・標高値のテキストデータ 

② 
建物・樹木などの地物の高さを含まない地表面  [DEM] 

③ 画像データ（緯度・経度・標高値を含む） 

④ 地形の微細な凹凸を表現する地図   [CS立体図] 画像データ 

   ※航空レーザー測量（平成24～25年度実施）により取得したデータ等を加工・作成 
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④－２ オープンデータの推進
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④－３ テレワークやWeb会議・モバイルワークの導入
31

取 組 名

項 目 ④規模・スピードが先進的 導 入 経 費 1,006,500千円

分 野 ②総務
ランニング
コ ス ト

82,200千円/年

導入状況 ②導入(実施)予定 都道府県名 兵庫県

共同利用 ②共同利用可能 担 当 部 署 情報企画課システム管理室

取組を開始した背景・きっかけ

取組の概要

取組の効果

注意や工夫をした点

他の都道府県に横展開する際の注意点

アピールポイントや取組詳細、他団体へのアドバイス等（自由記載）

令和２年８～９月頃　実証実験開始予定

　　　　　１１月頃　本格運用開始予定

・前項を参照のこと

在宅勤務システム基盤整備事業

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い在宅勤務が必要とされているが、導入には多額
の経費を要するため、県・市町職員、中小企業従事者等の多くはテレワークを実施で
きない状況にある。感染拡大防止とポストコロナ時代の働き方改革を推進するため、
この取り組みを開始した。

緊急対策として、迅速に利用開始できる在宅勤務用リモートワークシステムを構築
し、県市町職員及び中小企業従事者に無償で利用環境を提供する。なお、無償期間は
３年間とし、自ら在宅勤務用システムを導入するまでの臨時措置とする。

システム概要は、職場及び自宅のパソコンに専用の接続アプリを導入し、職員が自宅
パソコンからインターネットを通じてセキュアに職場パソコンにログインするVPNシス
テムである。

兵庫県職員及び市町職員の70%、中小企業従業員の1%が同時利用できる想定としてお
り、新型コロナウイルスの感染拡大防止と、働き方改革が進む。

・在宅環境からの各システム使用の可否を各システム管理者と協議し、使用できる
　システムを管理できるようにする予定。
・意図しない利用者が接続していないか確認するため、接続元を監視できるようにす
　る予定。

56
20






④－３ テレワークやWeb会議・モバイルワークの導入
34

取 組 名

項 目 ①取組内容が先進的 導 入 経 費

分 野 ⑫その他
ランニング
コ ス ト

導入状況 ①導入(実施)済 都道府県名 徳島県

共同利用 ③共同利用不可 担 当 部 署 経営戦略部スマート県庁推進課

取組を開始した背景・きっかけ

取組の概要

取組の効果

注意や工夫をした点

他の都道府県に横展開する際の注意点

個人所有端末の活用（BYOD）によるテレワーク環境の拡大

他のシステムと一括導入したた
め算定不可

　テレワーク・モバイルワークは、今後発生が予想される「南海トラフ巨大地震」な
どの大規模災害発生時における「業務継続」という面で非常に重要であるとともに、
「多様な働き方」が可能になることで「ワーク・ライフ・バランスの実現」「生産性
の向上」が期待できることから平成30年度に本格導入した。
　新型コロナウイルス感染症対策としても有効な手段であることから、このたび個人
所有のPCで業務ができるよう取り組みを拡大した。

（１）VPNで庁内ネットワークに接続を許可。
　　　・貸与PC（VDI）：シンクライアント20台、
　　　　Microsoft Surface（SIM付き）30台　
　　　・個人所有端末利用：EMM 1,000ライセンス、SBC4,000ライセンス
　　　　（同時接続450）
（２）インターネット接続用の端末として貸与タブレット55台（SIM付き）／
　　　EMMインストール

・多様な働き方を通じ職員のワーク・ライフ・バランスの実現、生産性向上に
　つながっている。
・BYODの拡大によりこれまでより大規模災害発生時の初動対応・業務継続が
　効果的に行える。
・この度の感染症対策の様に、テレワーク用端末が短期に且つ大規模に必要となった
　場合、個人所有端末の有効活用が現実的に最も有力な解決策である。

・サイバー攻撃に備え暗号化や仮想化技術など複数のセキュリティ技術を
　導入している。

61
21






④－４ セキュリティ対策

37

取 組 名

項 目 ①取組内容が先進的 導 入 経 費 －

分 野 ⑫その他
ランニング
コ ス ト

－

導入状況 ①導入(実施)済 都道府県名 京都府

共同利用 ①共同利用中 担 当 部 署 情報政策課

取組を開始した背景・きっかけ

取組の概要

取組の効果

注意や工夫をした点

他の都道府県に横展開する際の注意点

○構成員については、各団体の推薦に基づき任命しているが、
　特に専門の知識、経験を要する職であるため、当該団体の職員である限り、
　担当事務、役職等を限ることなく、推薦を受け付けている。

ＡＬＬ京都ＣＳＩＲＴの設置による
セキュリティインシデント支援体制の確立

○自治体情報セキュリティクラウド運用開始にあわせ、
　平成２９年４月１日「ＡＬＬ京都ＣＳＩＲＴ」設置。
○情報セキュリティ対策と災害対策には類似性があり、災害復旧と同様に、
　自治体が助け合い、被害の拡大防止、早急な復旧を確実なものとする
　体制整備が必要。

○京都府内の全自治体が参加し、セキュリティクラウドを運用し、
　インシデント発生時には協力して対応、支援する体制を整備
○責任の明確化＝CISOの設置
○全国ＣＳＩＲＴ協議会との連携

○インシデントの予防及びインシデント発生時に被害の拡大防止
○各自治体の職員１名以上が参加して構成していることから、日頃の研修・訓練等
　を通じて、自治体情報セキュリティクラウドの運用や情報セキュリティ対策に
　対する当事者意識を涵養

○体制整備にとどまらず、日頃の研修・訓練等の機会を設けている。
○毎月、セキュリティクラウドの月次運用報告会を開催（基本全団体参加）
○毎年、新任研修、定例研修を実施
○毎年、京都府と市町村が共同で標的型メール攻撃訓練を年２回実施
　※ ２回の訓練の間にセキュリティや情報漏えい等に関するオンライン研修を実施
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取 組 名

項 目 ①取組内容が先進的 導 入 経 費 実証実験で開始

分 野 ⑫その他
ランニング
コ ス ト

14,960,000円／年

導入状況 ①導入(実施)済 都道府県名 徳島県

共同利用 ③共同利用不可 担 当 部 署 経営戦略部スマート県庁推進課

取組を開始した背景・きっかけ

取組の概要

取組の効果

注意や工夫をした点

他の都道府県に横展開する際の注意点

次世代型セキュリティ対策ソフトの全庁導入

　「標的型攻撃」や「無差別型攻撃」など、サイバー・セキュリティに関する脅威が
「深刻化」していることから「セキュリティ対策」を一段と進化させる。

　庁内ネットワークに接続されている全端末（5,200台）に、次世代型セキュリティ対
策ソフトである「yarai」を導入。

　インターネット経由での攻撃に対しては、セキュリティクラウドで防御できるが、
それ以外の経路からの攻撃に対してはエンドポイントでのセキュリティ対策が有効で
あり、この取り組みにより本県の情報セキュリティのレベルが一層高まった。

　導入当初は過検知が多いので、その対応が求められる。
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